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1．はじめに

市場ニーズの多様化に対応するため多くの製造業が多品
種少量生産へ移行しており、生産ラインのレイアウト変更
が頻繁に行われるようになっている。レイアウト変更にか
かる工数の増加は生産稼働率の低下に直結しており、組み
換えが容易な柔軟性の高い生産ラインが必要となっている1）。
そのような背景から、配線作業が不要でレイアウトの自由

度が高い無線通信の生産現場への普及が進んでいる。産業
用ネットワークに関する調査によると、無線通信のシェア
は2018年現在6%程度であるが、IoT化の流れも受けて年
率30%以上の高いペースで増加している2）。

生産現場で無線通信を行う制御機器の一つに、無線押ボ
タンスイッチ（以下、無線スイッチ）が挙げられる。従来
の押ボタンスイッチでは図1（a）のように制御対象との
間を有線で接続するのに対し、無線スイッチは図1（b）

製造業の多品種少量生産化の流れに伴い、工場内のレイアウト変更に対して柔軟に対応できる生産設備が求められて
いる。無線押ボタンスイッチは、信号線が不要であり、さらに発電機能の内蔵によって電源線をも不要としているため、
有線の押ボタンスイッチと比べて設置の自由度が高く、配線工数が低減できるという利点から、生産現場への導入が進
みつつある。

一方で、工場内では電波強度が変動しやすく通信に失敗する可能性があること、操作時に発生する限られた電力量で
無線通信を行うため通信失敗時の再送信機能の搭載が難しいことから、信頼性の面で課題がある。

著者らは、ユーザと無線押ボタンスイッチの協調による信頼性の向上を目指し、無線の伝送状態（通信の成否や電波
強度）をユーザに通知する「受信通知機能」を開発した。伝送状態を即座に把握できるようにしたことで、ユーザは通
信が失敗した際に生産稼働率を低下させることなく再操作できるようになった。また、十分な電波強度が確保できる設
置場所を容易に特定できるようになった。

本稿では、「受信通知機能」の概要と、それを実現するための技術的手法について述べる。

無線押ボタンスイッチの伝送状態を
可視化する通知機能の開発 

Development of transmission notification indicator 
for wireless pushbutton switch

With increasing high-mix low volume production in manufacturing industry, more flexible production facility is 
required for rearrangement of factory layout. Wireless pushbutton switch requires no signal line and no power 
supply line by internal self-power generation, so it has greater flexibility for installation than wired pushbutton 
switch, and reduces wiring work-hours that introduction to the production site is progressing.

Meanwhile, radio wave intensity in factory is likely to f luctuate, so communication error can occur. 
Furthermore, wireless communication is performed with a limited amount of electric power generated at 
operation time. For above these reasons, it is difficult to equip with retransmission function in it when the 
communication error occurs, and there remains a problem for reliability. 

The authors have been aiming at improving reliability by cooperating between user and Wireless pushbutton 
switch, and developed "reception notification indicator” that notifies the wireless transmission state （success or 
error of communication, intensity of radio wave） to the user. By making it possible to measure the transmission 
state instantaneously, the user can immediately operate again without decreasing the operating rate for production 
when communication error occurs. In addition, it has become possible to easily specify the installation location 
where sufficient radio wave intensity can be secured.

This paper describes the outline of “reception notification indicator” and technical methods to realize that.
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図1　従来の押ボタンスイッチと無線押ボタンスイッチの比較

図2　制御対象が見えない場所からの操作

のように、無線信号を送信する子機と受信する親機の組み
合わせで構成される。子機は信号線や電源線を必要としな
いため、生産ラインのレイアウト変更時の配線工数を低減
できる。また、ユーザが子機を携帯して任意の位置から操
作するなど、新しいアプリケーションへの応用も期待され
ている。一方で無線通信の特性上、通信が失敗する可能性
をゼロにすることが難しいという問題がある。

著者らは無線スイッチの開発にあたり、無線スイッチに
おける「信頼性」を「ユーザの意図通りの制御ができる能
力」と定義した。そして信頼性を高めるべく、機器の性能
とユーザビリティの両面から様々な検討を行ってきた。本
稿ではその中から、無線の伝送状態を即座にユーザへ通知
する機能について説明する。

まず第2章において、工場内の無線通信の問題点と、無
線スイッチの信頼性向上を実現するために解決すべき課題
について示す。第3章では課題解決のために開発した伝送
状態の通知機能の概要と、それを実現するための3つの技
術的検討項目について示す。さらに、第4章にて実際の生
産現場での実験結果を示す。

 

2．課題

2.1　工場における無線通信の問題　一般的に無線機器
が発した電波は、回折や反射などの影響を受けながら空間
中を伝搬していく。障害物やノイズが多いほどその現象は
複雑化し、電波強度の変動や電波同士の干渉による通信障
害が発生しやすくなる。特に閉空間かつ障害物の多い製造
現場では、下記のような現象による通信障害への懸念が指
摘されている3）。

・障害物による回折
・空間伝搬中の損失
・直接波と反射波による相互干渉（フェージング）
・�他の無線システムが発する電波や工場外からの外来波
との干渉
・生産設備からの放射ノイズ

これらは無線スイッチにおいても当てはまり、あらゆる
環境で通信障害が発生する確率をゼロにするのは難しい。
2.2　発電量の制約の問題　無線スイッチ特有の問題点

としては、電力量の制約が挙げられる。無線スイッチの子
機は、電池式のものと、操作力を利用して発電する自己発
電式に大別されるが、近年はエナジーハーベスティング技
術の進歩4）によって電池交換を必要としない自己発電式が
主流になっている。自己発電式の無線スイッチは一度の操
作で使用できる電力量に制約があり、通信が失敗した際に
自動的に信号を再送するリトライ機能を持たせるのが難し
い。この点も無線スイッチの信頼性低下を招く要因となっ
ている。
2.3　信頼性向上のための課題　2.1節、2.2節の問題は

いずれも通信の信頼性に関わる内容であるが、現在の通信
技術や発電技術では根本的な解決が難しい。しかし著者ら
は、ユーザの適切なオペレーションを促す仕組みを作り出
すことでこれらの問題点を補うことができると考えた。

例えば何らかの理由で通信に失敗した際、ユーザがそれ
に気づいて即座に再操作することができれば、リトライ機
能の代替手段として通信成功率を向上できる。またユーザ
が2.1節で述べたような現象を考慮し、通信障害が発生し
にくい場所に無線スイッチを設置することによっても、通
信成功率の向上が期待できる。

著者らはこのような特性を鑑み、通信の信頼性を最大化
する手段として、ユーザと無線スイッチが一体となったオ
ペレーション、すなわち人と機器の協調性の向上が有効で
あると考えた。そして、その実現のための課題として以下
の2点を設定した。

・通信が成功したか否かの判別をしやすくすること
・通信に適した場所へ設置しやすくすること

これらの詳細を、それぞれ2.4節、2.5節で説明する。

2.4　通信成否の判別性向上　協調性向上のための課題
の一つは、ユーザが通信の成否を判別しやすくすることで
ある。障害物の多い生産現場では、図2のように制御対象
が直接見えない場所から子機を操作することが考えられる。
このとき、次のような問題が発生しうる。
 

まずは何らかの原因で通信が失敗したケースを考える。
このとき、ユーザは通信失敗に気づいて子機を再操作しな
ければならない。しかし制御対象が見えない場合や動き出
しの遅いアプリケーションでは通信失敗に気づきにくく、
再操作までに時間がかかってしまう。結果として生産の遅
延や、無線スイッチが適用できるアプリケーションの限定
につながってしまう。
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表1　受信通知機能実現のための主要な技術・手法

技術・手法 概要

双方向通信
処理フロー

伝送状態を子機へ返信し、LEDの点灯色を決定
する手段の考案

電波強度閾値
の決定

緑色LEDと黄色LEDの点灯を切り替える電波強
度の閾値決定

発電量の確保 双方向通信処理フローの動作に必要な電力量の
確保手段

図3　受信通知機能を搭載した子機

図4　受信通知機能の動作イメージ

反対に、通信が成功したことをユーザが認識できないケー
スも考えられる。この場合、既に制御が開始しているにも
関わらず、ユーザがもう一度子機を操作してしまう可能性
がある。アプリケーションによっては、このような重複し
た操作を受けても誤動作しないような対策が必要になる。

このように、リトライ機能をユーザの再操作で補う自己
発電式の無線スイッチにおいて、通信成否の判別性向上は
重要な課題であるといえる。
2.5　通信に適した場所への設置のしやすさ　もう一つ

の課題は、通信に適した場所へ設置しやすくすることであ
る。安定した通信を行うためには、伝搬中に電波の減衰や
干渉が発生しても一定以上の電波強度を保てるような位置
に設置することが有効である。しかし、これを無線の専門
知識を有さないユーザが適切に実施するのは容易ではない。
例えば障害物が多く、電波が大きく減衰する場所に設置し
てしまうと、通信が頻繁に失敗し、信頼性の低下を招く。
一方で親機と子機を近距離に設置するように制限を設けて
しまうと、電波の減衰は軽減され通信成功率は高まるが、
レイアウト設計の自由度が低下してしまう。適切な位置で
無線スイッチを使用するには、設置時に位置を変えながら
通信テストを繰り返さなければならず、さらに設置後の微
調整が必要になる場合もある。このように、従来の無線ス
イッチでは設置場所の検討におけるユーザの負担が大きく、
ユーザと機器の協調は十分とはいえない。また、設置場所
の検討に要する時間が長くなれば、配線工数低減という無
線スイッチの利点が失われてしまう。

3．受信通知機能の開発

3.1　受信通知機能の概要　2.4節、2.5節で述べた2つの
課題は、①子機を操作する位置や制御対象によらず通信成
否が確認できること、②通信時に十分な電波強度が確保で
きているかが分かることの2点によって解決できる。

そこで著者らは、子機に搭載したLEDによって伝送状
態をユーザへ通知する「受信通知機能」を開発した。LED
を搭載した子機を図3に、動作イメージを図4に示す。
 

 

ユーザが子機を操作すると無線信号が送信され、その直
後に子機のLEDが点灯する。LEDの点灯色は3色であり、
通信成功し、かつ十分な電波強度が確保できている場合は
緑色、通信成功したものの電波強度が弱い場合は黄色、そ
して通信失敗した場合は赤色が点灯する。ユーザはLED
を見ながら子機を操作することで、制御対象が見えない場
合でもすぐに通信の成否を知ることが可能となる。通信に
失敗した場合には赤色のLEDが点灯するため、ユーザは
即座に子機を再操作し、通信をリトライできる。また無線
スイッチの設置場所を検討する際は、子機を何度か操作し
て緑色のLEDが安定して点灯する領域内から選択すれば、
レイアウト設計の自由度を損なうことなく高い通信成功率
を確保できる。

このように受信通知機能は、ユーザと無線スイッチの協
調性向上、ひいては信頼性向上に大きな改善効果が期待で
きる。さらに、これを電力量の制約のある自己発電型の無
線スイッチで実現した点において、他に類を見ない技術で
あるといえる。

受信通知機能の実現のためには、新たにいくつかの技術
や手法が必要になる。主要な検討項目とその概要を表1に
示す。これらの詳細について、それぞれ3.2節～3.4節で述
べる。
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図5　従来の無線スイッチの処理フロー

図6　双方向通信処理フロー

図7　親機の受信する電波強度と通信成功率の関係

3.2　双方向通信処理フロー　従来の無線スイッチの処
理フローを図5に示す。子機が操作されると親機への無線
信号が送信され、親機が信号を受信すると制御出力をON
するという単方向通信の処理フローである。
 

これに対し、3.1節のような受信通知機能実現のために
著者らが開発した処理フローを図6に示す。本処理フローは、
従来の子機から親機への通信に加えて、親機から子機への
通信、LED制御という3段階かつ双方向通信の構成となっ
ている5,6）。

ユーザが子機を操作すると、子機は内部で発電し、親機
に向けた信号（SYN）を送信する。SYN送信後、子機は
親機からの返信待ちの状態に移行する。親機はSYNを受
信すると、その電波強度がある閾値以上か否かを判定する。
その後、制御出力をONするとともに、子機に向けて受信
確認信号（ACK）を送信する。なお、ACKにはSYNの電
波強度の判定結果の情報（FLG）が含まれている。子機は
受信したACKの強度を測定し、ACKとSYNの強度がとも
に閾値以上の場合は緑色のLEDを、そうでない場合は黄
色のLEDを点灯する。一方、親機が子機のSYNを受信で
きなかった場合、当然ながら親機はACKを送信しない。
返信待ちの状態が一定時間経過した子機は通信失敗と判定
し、赤色のLEDを点灯する。

本処理フローは最小限のデータのやり取りで通信の成否
と電波強度の判別が可能である。そのため通信プロトコル
を単純化でき、低遅延かつ低消費電力での動作を実現して
いる。3.4節で後述するが、電力量の制約がある子機に通
知機能を搭載するにあたり、低消費電力であることは重要
なポイントである。

 

3.3　電波強度閾値の決定　先述の双方向通信処理フロー
により、通信成功した際に電波強度が閾値以上か否かを通
知することができるようになった。これを通信状態の良し
悪しの指標として用いるためには、閾値（以下、P th［dBm］）
をどこに定めるかが重要である。

親機が受信する電波強度の変動が極めて小さいとき、親
機の通信成功率は図7のような傾向となる。Rminは製品仕
様として要求される通信成功率、Pmin ［dBm］はRminを維
持するために必要な電波強度の最小値である。

 

実際の生産現場では、親機が受信する電波強度は周囲の
障害物などの影響によって絶えず変動する。そこで、工場
内で発生する典型的な電波強度変動（特に減衰方向）のレ
ベルをα［dB］とし、これを加味して次式のようにP thを
設定すればよい。
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図8　電波強度変動の確率分布

図9　LED点灯色による消費電力量の比較

図10　トリガアクション機構の動作イメージ

αの値は過去の研究事例を参考に決定する。文献7の実
験結果によると、生産現場における電波強度の変動は次式
の仲上-ライス分布f K（p）で表される。

	 ：金属製設備や人が動かない環境
	 ：金属製設備は動かず人が動く環境
	 ：金属製設備や人が動く環境

	 : 定常成分の電波強度
	 : 変動成分の電波強度
	 : 第1種0次変形ベッセル関数
	 : 親機の受信電波強度

K は定常成分と変動成分の比に相当するパラメータであ
り、値が小さいほど電波強度の変動は激しくなる。それぞ
れのKに対する分布関数fK（p）を図8に示す。P avgは変動
する受信電波強度の平均値である。

 

図8より、親機が受信する電波強度の変動のレベルはK
の値、すなわち金属製設備や人の動きの有無によって大き
く変わることが分かる。Pthの決定にあたり、最も厳しい
条件（K = 3 dB）の変動をすべてカバーしようとすると、
αの値を大きくとる必要がある。しかしその場合、通信成
功率が高い条件でも黄色のLEDが頻繁に点灯してしまい、
かえって実用性が損なわれてしまう。そこで、K = 3 dB
の条件で90%の電波強度変動をカバーすることを目安に
α = 7 dBとし、P thを次式のように決定した。

3.4　発電量の確保　3.2節で示した処理フローのうち、
図6の（2）や（3）の動作は受信通知機能の追加によって
新たに必要となったものである。これらに必要な電力量を、
子機の発電によって確保しなければならない。

まずは、処理フローの動作に最低限必要な電力量を実験
により求めた結果を図9に示す。LEDが緑・黄・赤に点灯
するときの消費電力量をそれぞれEG、EY、ERと定義し、
測定は図6の（1）～（3）の3段階に分けて行っている。
 

従来の無線スイッチに相当する（1）のみの場合と比べ
ると、（2）と（3）の追加によって消費電力量が約2倍に
増えていることが分かる。EG、EY、ER の比較でERが最も
大きくなっているのは、赤色LEDが点灯する条件では（2）
の状態をタイムアウトまで維持しなければならないためで
ある。したがって、双方向通信処理フローを動作させるた
めには、発電する電力量がERを上回らなければならない。

子機は発電モジュールを内蔵しており、電磁誘導により
発電する。発電量はモジュールを押し込む速度に依存する
ため、操作部と発電モジュールが連動する単純な機構では
必要な電力量が得られなかった。発電量を増加させるため
には、内部構造で操作速度を増幅させる必要がある。そこ
で、非常停止用押ボタンスイッチの技術を応用し、図10
のようなトリガアクション機構を考案した5,6）。

トリガアクションでは、z方向の操作力を一度φ方向の
動きに変換する。ユーザが操作部をz方向に押し込むと、
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表2　実験条件

中心周波数 929.2 MHz

通信方式 GFSK 単信通信方式

送信電力 0 dBm max.

親機アンテナ利得 2 dBi

親機設置高さ 約1.2 m

子機設置高さ 約1.2 m

子機操作方法 手動（操作間隔：約1 sec）

図11　スイッチ操作速度と発電量の関係

図12　工場内見取り図

図13　工場内観

プランジャが内部の溝に沿ってφ方向へ回転する。一定の
角度まで回転するとバネの力が解放されてプランジャが
z方向へ飛び出す。飛び出し速度はバネの弾性で決まり、
子機の操作速度によらず概ね一定となる。

トリガアクションの有無による、発電量の差を測定した
結果を図11に示す。横軸は操作部の操作速度、縦軸は発
電量でありERで正規化している。すなわち、縦軸が1を超
えると必要な電力量を満足していることになる。トリガア
クションなしの場合、操作速度に応じて発電量が変動して
いるが、いずれの操作速度でもERに到達していない。そ
れに対しトリガアクション搭載時は発電量が大幅に増加し
ており、操作速度によらずERを上回る電力量が得られて
いる。トリガアクション機構の搭載によって、ユーザの押
し方によらず受信通知機能に必要な電力量を確保できるよ
うになった。これにより、自己発電方式の電池交換不要と
いう利点と、受信通知機能による信頼性向上を両立するこ
とに成功している。

 

4．生産現場での検証結果

本章では稼働中の生産現場における、受信通知機能の検
証結果を報告する。試験に使用した工場の概略図を図12、
内観を図13に示す。電子機器の実装、組み立て用のライ
ンが複数存在しており、生産設備や棚の高さは概ね1〜
2 m程度である。また製品を組み立てる自動機が稼働して
おり、人の移動も多いことから、無線通信環境は変動しや
すい状態にある。

 

 

ここで、親機を図12に示す位置に設置し、地点A～R
のそれぞれで子機を20回ずつ操作した際に点灯するLED
の色の割合を確認した。実験条件を表2に、結果を図14に
示す。
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図14　子機操作位置によるLED点灯割合の測定結果

各地点のうちで親機が設置されたラインを見通せるのは、
比較的障害物の少ない地点C、D、F、Gのみである。し
たがって受信通知機能がない従来の無線スイッチでは、上
記4点以外から操作する際に通信の成否を目視で確認する
ことが難しい。中でも地点I、M、N、O、Q、Rでは通信
成功率が100%を下回っており、ユーザの再操作までに遅
延が生じる可能性がある。しかし今回の受信通知機能を搭
載した子機では、地点A〜Rのどの場所からでも即座に通
信成否を確認できる。そのため、通信失敗した場合にもす
ぐに再操作することで通信をリトライでき、遅延を最小限
に抑えることができる。

また、無線スイッチの子機の設置場所を検討する場合、
緑色が常時点灯する地点A〜D、F〜H、J、Lの中から選
択すれば、周囲環境による電波強度の変動があっても比較
的高い通信成功率を維持することが期待される。それに対
して地点Pでは、通信成功率は100%であるものの、過半
数が黄色であり、電波強度の変動に対する余裕度が小さい
ことが分かる。そのため、通信失敗時の再操作を極力減ら
したい場合は点Pへの設置は避けることが望ましい。この
ように、受信通知機能によってユーザは各地点での伝送状
態を容易に確認することができ、アプリケーションに求め
られる通信成功率に応じて設置場所を選択することができ
るようになった。

本検証の結果から、2.3節で設定した「通信成否の判別
のしにくさ」、「通信に適した設置場所の分かりにくさ」と
いう2つの課題の改善が確認できた。人と無線スイッチの
協調性向上が実現することで、信頼性の確保に大きく寄与
していると考えられる。

5．むすび

本稿では無線スイッチの信頼性向上を目指し、ユーザと
の協調性を向上する受信通知機能の概要および検討項目と、
実際の生産現場における実験結果について示した。著者ら
が開発した無線スイッチでは本稿で述べた内容以外にも、
機器自体の基本性能を高めることで通信の信頼性の最大化
に取り組んでいる。今後は多様な環境下での無線機器の使
われ方への知見を得て、より信頼性と自由度の高い無線ス
イッチの開発を目指していく。また、押ボタンスイッチ以
外の制御機器の無線化についても検討し、よりレイアウト
自由度の高い生産設備の実現に向けて取り組んでいく予定
である。

最後に、今回の開発および本論文執筆にあたり多大なご
協力をいただいた方々に、深く感謝申し上げる。
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